
かつうら観光ぷらっとフォーム事業 【評価 Ｃ 】 

担当課：観光商工課 

実績額３５，５５１，３８０円（うち交付金１７，７７５，６９０円） 

１．事業の目的・概要 

 

２．事業の内容 

○かつうら観光まちづくり運営委託料  ２０，３８８，１７０円(勝浦市観光協会に委託） 

■観光情報のワンストップサービス 

ＫＡＰＰＹビジターセンターの運営を委託することにより、観光情報や宿泊案内をワンスットッ

プで提供することができた。 

■ポータルサイト管理/観光情報発信 

勝浦市観光協会を見やすく、解りやすく、インバウンド対応を意識した標記等に努めた。併せて

インスタグラムなどの活用により多くの方の人に勝浦の観光情報を発信した。 

■観光地としてのイメージ構築・着地型観光商品の紹介 

ＫＡＰＰＹビジターセンターの運営を委託することにより、レンタサイクルなどの体験型観光を

お客様に提供することができた。 

■地元商品の宣伝・販売 

平成２８年度に開発したヒジキを使ったスイーツ（ウミーツ）の販売をＫＡＰＰＹビジターセン

ター等で販売し新たな土産品の PRを行うことができた。 

 

○外部から専門人材雇用 ９，１９８，５６８円 

組織を運営・経営する専門人材を雇用し観光地再生戦略の実行・日本版ＤＭＯ構築に向けた調査検

討を行った。 

 

○広域連携推進事業 １，０５４，２２０円 

市周辺の自治体の観光スポットとして、勝浦市、御宿町、鴨川市がＲＥＳＡＳでも宿泊施設が多く

目的地として選ばれており、新たな観光ルート発掘として観光事業関係者と夷隅郡内の観光施設を巡

るツアーを実施し、近隣観光施設の魅力の発掘と相互協力に向けた意見交換を行った。 

乗り捨てレンタサイクル推進事業について御宿町・鴨川市と海岸線が綺麗な部分を活用したレンタ

サイクルについての検討をした。それぞれに至る道路状況ではお客様の安全確保に不安が生じたこと

に鑑み実現には至っていないが引き続き実現に向けた協議を続ける。 

大多喜町観光協会といすみ鉄道や道中の観光施設などを巻き込んだレンタサイクル乗り捨て事業

を行ない、平成３０年度も引続き実施する。 

 

○空き店舗活用事業 １，９１８，８２２円 

空き店舗を活用した、市内観光関連団体のパイロット店舗について検討した。 

勝浦ビッグひな祭り期間中に来場したお客様への案内等のおもてなしとお土産等の販売を行った。 

 

平成２８年度に地方創生加速化交付金を活用し、「かつうら観光まちづくりコンソーシアム」を設立

し、観光地再生戦略策定・マーケティングを通じて、観光地としての現状把握と課題の認識を行ったと

ころである。 

平成２９年度は、地方創生推進交付金を活用して、継続的に選ばれる観光地を目指し、具体的な活動

をスタートした。 

平成２９年度地方創生推進交付金事業 

○着地型観光商品・お土産品開発事業 ２，９９１，６００円 

■着地型開発商品開発 

まち歩きサイト「デカケル JP」に勝浦紹介ページを開設。 

まち歩きサイトの勝浦ページ作成に向け講座を開催、市民ライターの養成を行った。  

■土産品の開発 

ひじきソースに続く第２弾として料理研究家のプロデュースによる規格外などの未利用魚とし

てゴマサバを素材とした「サバクッキー」と「坦々サバ味噌煮」を開発 

■着地型観光商品や土産品のモニタリング 

今年度開発した「サバクッキー」と「坦々サバ味噌煮」について都内飲食店で試食会を実施アン

ケートの実施を行い商品化に向けた検証を行った。 

大手観光業者等を対象に勝浦市内の観光施設等を体験してもらい、観光商品の造成にむけた啓発

を行なった。参加企業６社 内年度中に商品開発２社、勝浦紹介１社の実績があった。 

 

３．本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 指標名 
H29 目標値 

（H29 実績値） 
Ｈ３１目標値 

ＫＰＩ-１ 交流人口（観光入込客数） 
１，１４０千人 

（１，０８３千人） 

１，３００千人 

 

ＫＰＩ-２ 観光関連雇用創出者数（延べ、飲食・宿泊業含む） 
３０人 

（１０人） 

１５０人 

 

ＫＰＩ-３ 住民主導型まちづくり活動の実績（延べ） 
３団体 

（３団体） 

１０団体 

 

ＫＰＩ-４ 市内宿泊客数 
２９９千人 

（３１８千人） 

３１０千人 

 

目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化・目標達成に必要なこと（要因・課題） 

【交流人口及び市内宿泊客数が減少している要因と課題】 

観光入込客数については、海水浴場入込客が全体の３０％を占めており、平成２９年度は７月、８

月の台風台５号の停滞や曇りや雨などが続く悪天候により、前年と比較して海水浴場の入込客は１１

１，５５０人の減少及び朝市の入込客は約１４，５００人の減少が見込まれることが大きな原因となって

おり、一時期の天候不順によらない、年間を通じて来客が期待できる観光商品が不足していることが

課題である。 

【観光関連雇用創出者数が伸びなかった要因と課題】 

観光関連雇用創出者数については、商工会などと連携し起業・創業セミナーを行っており、全体と

しての起業創業者を希望するものは目標数より多くなっているが起業・創業にまで至っていない状況

であることや、起業・創業者に対するニーズに対応できていないことが課題である。 

要因・課題を踏まえた具体的な取組（改善策・取組方針） 

【交流人口及び市内宿泊客数の減少に対する改善策】 

既に計画している体験型・四季型観光を主体とする着地型観光商品の開発の強化推進、近隣自

治体との連携による広域的周遊型観光の強化推進、及び、宿泊者のニーズに応える観光情報の発

信に努める。 

朝市の減少については、コンソーシアムの一つである朝市運営委員会の組織改革を平成３０年度

に計画しており、組織体制の強化を図り、４００年続く朝市ブランド強化魅力の発信に繋げる。 

【観光関連雇用創出者数を増加させるための改善策】 

観光に係る事業について創業者数の増加に繋がるよう継続して講演会の開催や人材育成を行うと

ともに、起業・創業時の資金問題を解決するため、創業に係る設備融資利子補給制度（市単）を新設

し、創業者数の増加に繋げる。 

 

資料１ 



企業立地推進事業 【評価 Ａ 】 

担当課：企画課 

実績額３，６０９，３６０円（うち交付金１，８０４，６８０円） 

１．事業の目的・概要 

 

 

２．事業の内容 

○企業誘致促進ツアー・セミナー開催 ２，９１６，０００円 

  多様な働き方が進む中、地方で働くことに関心のある企業や個人を対象にツアーやセ

ミナーを開催した。 

  【ツアー】  

東京駅からの日帰りツアーを２度開催し、勝浦市へのアクセス性や公共施設、自然環

境等の視察を実施。併せて住環境を紹介することにより「しごと」と「住む」イメー

ジの醸成を図った。 

  【セミナー】  

東京駅近くのコワーキングスペースを会場に本市の魅力やアクセス性をＰＲすると

ともに、地方で働くことについてワークショップ形式で参加者を交えた意見交換を行

った。 

 

○企業誘致ＰＲ動画制作 ４９１，４００円 

  企業訪問時やイベント開催時に、本市の魅力、価値、豊富な地域資源を視覚的かつ効

果的にＰＲし、本市の知名度や来訪意欲を向上させ、企業誘致につなげることを目的に

制作した。３分動画と１分動画を各１本制作。 

 

○企業誘致パンフレット作成 ２０１，９６０円 

  企業訪問時やイベント開催時に、本市の魅力、価値、豊富な地域資源をＰＲし、本市

の知名度や来訪意欲を向上させ、企業誘致につなげることを目的に作成した。５００部

作成。  

 

 

 

 

 

 

人口減少、少子高齢化が進む本市において、雇用の創出、働く場の創出は、重要な課題

である。一方、少子化に伴う小中学校の統合により生じた空き校舎等を、新たな地域活性

化の拠点として有効に活用することが求められている。 

そこで、千葉県と県内７市町村との広域連携事業である【新しい「人の流れ」から「し

ごとの場」まで地域一体で創造する千葉創生事業】として、千葉県と連携しながら、本市

ならではの豊富な地域資源を活用し、空き公共施設等を受け皿としたＩＴ・ベンチャー企

業等を対象に、サテライトオフィス等の誘致を中心に多様な働く場の創出に取り組んだ。 

 

３．本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ） 【千葉県が設定したＫＰＩ】 

 指標名 
H29 目標値 

（H29 実績値） 
Ｈ３１目標値 

ＫＰＩ-１ 地域しごと支援事業の利用者数 
２００人 

 

６００人 

 

ＫＰＩ-２ 空き公共施設等への進出企業数 
６社 

（２社：勝浦市実績） 

１６社 

 

ＫＰＩ-３ 起業家応援イベントの参加者数 
２，０００人 

 

６，０００人 

 

目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化・目標達成に必要なこと（要因・課題） 

 働き方改革やテレワーク導入企業が増える中、多様な働き方を模索する企業は増えている。

一方、そうした企業ニーズと地方とのマッチングは進んでおらず、国や県との連携による取組

が重要である。 

また、マッチングされたとしても縁もゆかりも無い地に企業や個人が進出を決定することは

非常に難しい。 アクセス性を始めとした地域資源の強みをどのように絡めて企業等に魅力的

な地とＰＲできるかが大きな課題である。また、進出に向けては助成制度などのインセンティブ

を設けることも検討することが必要である。 

 

要因・課題を踏まえた具体的な取組（改善策・取組方針） 

 単に働く場としてのイメージだけでなく、観光・食・マリンアクティビティ・住環境等の総合的な

組み合わせを具体的に提案・訴求し、「しごと」×「趣味」「あそび」というようにライフスタイルを

確立できる魅力的な地として、ＰＲを推進するとともに、ワンストップで対応できるよう体制を強

化していく。 

 また、関係機関との連携を強化し、効果的なＰＲや視察のあった企業等へのフォローアップを

継続していく。 

 

 

 

 

 

 

  

企業誘致ツアーのイメージ 


